
守屋多々志作
「ポトマック河畔の福沢諭吉」

大垣市民の誓い

私たちは 水を生かし

緑を広げ 安全に努め

心を育て 助け合います
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第
３
回
市
議
会
定
例
会
を
９

月
２
日
か
ら　

日
ま
で
の
日
程

１８

で
開
催
し
ま
し
た
。

　

初
日
に
は
大
垣
市
教
育
委
員

会
委
員
の
任
命
、
人
権
擁
護
委

員
の
推
薦
を
先
議
し
、
市
長
か

ら
平
成　

年
度
一
般
会
計
補
正

２５

予
算
な
ど
に
つ
い
て
提
案
説
明

を
受
け
ま
し
た
。

　

９
日
の
冒
頭
に
は
、
４
日
に

逝
去
さ
れ
た
故
野
村
弘
議
員
に

対
し
黙
と
う
を
捧
げ
、　

名
の

１３

議
員
が
市
政
運
営
に
関
す
る
一

般
質
問
を
行
い
、　

日
か
ら　

１１

１７

日
に
は
各
委
員
会
に
お
い
て
付

託
議
案
の
審
査
を
慎
重
に
行
い

ま
し
た
。

　
　

日
の
最
終
日
に
は
、
各
委

１８
員
長
か
ら
審
査
結
果
の
報
告
を

行
い
、
市
長
提
出
議
案　

議
案

２１

を
可
決
、
承
認
、
認
定
し
ま
し

た
。
ま
た
請
願
１
件
を
不
採
択

と
し
、
意
見
書
２
件
を
採
択
し

閉
会
し
ま
し
た
。

①
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十万石まつり

定 例 会 日 程定 例 会 日 程
９月２日　本会議（提案説明）

９日　本会議（一般質問）
１１日　決算委員会
１２日　子育て支援日本一対策委員会
　　　市民病院に関する委員会
１３日　建設環境委員会、経済産業委員会
１７日　文教厚生委員会、企画総務委員会
１８日　議会運営委員会、本会議
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平
成　

年
度
一
般
会
計

２２２２２２２２２２５５５５５５５５５５２５
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可可可可可可可可可可
決決決決決決決決決決

　

補
正
予
算
な
ど
を
可
決

第第第第第第第第第第
３３３３３３３３３３
回回回回回回回回回回
市市市市市市市市市市
議議議議議議議議議議
会会会会会会会会会会
定定定定定定定定定定
例例例例例例例例例例
会会会会会会会会会会

第
３
回
市
議
会
定
例
会

野村　弘議員ご逝去
　平成３年から６期
２２年余、市議会議員
として地域福祉の向
上、中心市街地の活
性化などにご尽力さ
れました野村弘議員
（６７歳）が平成２５年

９月４日逝去されました。
　故野村弘議員は在職中、経済産業委
員長、議会改革に関する委員長、議会
運営委員長等の要職を歴任されたほ
か、平成１６年５月から平成１７年５月ま
で、平成２１年５月から平成２２年５月ま
での２年間、議長を務められ、円滑な
議会運営を進めるとともに市政発展に
多大な貢献をされました。
　ここに謹んで哀悼の意を表し、心か
らご冥福をお祈りいたします。

可
決
さ
れ
た
主
な
議
案

　
補
正
予
算

【
一
般
会
計
】

◇
既
存
の
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
事
業
所
に
お
い
て
、
消
防

法
施
行
令
の
改
正
に
よ
る
新
基
準
に
対
応
し
た
ス
プ
リ
ン
ク

ラ
ー
の
設
置
費
用
を
支
援
す
る
た
め
、
介
護
基
盤
緊
急
整
備
事

業
補
助
金
と
し
て
３
９
０
万
円
を
計
上
。

◇
木
造
住
宅
耐
震
補
強
工
事
費
補
助
金
の
申
請
件
数
の
増
加
に
対

応
す
る
た
め
、
１
０
５
０
万
円
を
計
上
。

◇
小
中
学
校
に
お
い
て
顕
微
鏡
や
人
体
解
剖
模
型
の
備
品
を
充
実

さ
せ
、
理
科
教
育
の
振
興
を
図
る
た
め
、
小
学
校
費
１
２
６
０

万
円
、
中
学
校
費
４
９
０
万
円
を
計
上
。

【
病
院
事
業
会
計
】

◇
市
民
病
院
に
お
い
て
平
成　

年　

月
に
発
生
し
た
医
療
事
故
の

２３

１０

和
解
を
成
立
さ
せ
る
た
め
、
賠
償
金
３
３
０
万
円
を
計
上
。

条
例
等

◇
大
垣
市
多
目
的
交
流
イ
ベ
ン
ト
ハ
ウ
ス
設
置
条
例
の
一
部
改
正

多
目
的
交
流
イ
ベ
ン
ト
ハ
ウ
ス
に
指
定
管
理
者
制
度
を
導
入
す

る
と
と
も
に
、
市
民
活
動
の
育
成
支
援
の
拠
点
機
能
を
統
合
す

る
も
の
。

決
算
認
定

◇
平
成　

年
度
大
垣
市
一
般
会
計
及
び
特
別
会
計
決
算

２４

決
算
委
員
会
を
設
置
し
、
常
任
委
員
会
の
所
管
ご
と
に
慎
重
に

審
査
し
た
結
果
、
認
定
し
ま
し
た
。
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質
問：

６
月　

日
、
文
部
科
学

２８

省
か
ら
土
曜
日
授
業
に
関
す
る

検
討
チ
ー
ム
中
間
報
告
書
が
発

表
さ
れ
た
。
こ
れ
は
土
曜
日
の

学
校
授
業
の
再
開
を
学
校
設
置

者
の
判
断
に
委
ね
よ
う
と
い
う

も
の
で
あ
る
。
現
在
の
学
校
週

５
日
制
は
子
ど
も
に
も
教
職
員

に
も
プ
ラ
ス
と
な
っ
て
い
な

い
。
土
曜
日
に
お
け
る
学
校
教

育
の
速
や
か
な
再
開
を
求
め
、

本
市
の
対
応
を
問
う
。

答
弁：

学
校
週
５
日
制
に
つ
い

て
は
、
学
校
、
家
庭
、
地
域
の

三
者
が
連
携
し
、
役
割
分
担
し

な
が
ら
社
会
全
体
で
子
ど
も
を

育
て
る
と
い
う
理
念
の
も
と
、

市
内
の
小
中
学
校
で
は
、
授
業

時
数
の
増
加
を
目
的
と
し
た
土

曜
授
業
は
実
施
し
て
い
な
い
。

こ
う
し
た
中
、
文
部
科
学
省
の
中

間
ま
と
め
の
公
表
を
受
け
、
い
ち

早
く
取
り
組
み
を
行
っ
て
い
る

東
京
都
に
行
政
視
察
を
行
う
な

ど
情
報
収
集
に
努
め
て
い
る
。

　

土
曜
日
授
業
を
実
施
し
た
場

合
、
岐
阜
県
で
は
教
職
員
が
夏

休
み
な
ど
の
長
期
休
業
中
に
代

休
日
を
取
得
す
る
こ
と
が
で
き

土
曜
日
学
校
教
育
の
再
開
に
つ
い
て

田
中
孝
典

な
い
た
め
、
県
の
条
例
改
正
に

関
わ
る
課
題
が
あ
る
。
本
市
で

は
、
以
前
か
ら
土
曜
授
業
に
つ

い
て
検
討
し
て
お
り
、
県
の
条

例
改
正
に
つ
い
て
引
き
続
き
要

望
し
て
い
く
。

 
質
問：

大
規
模
災
害
発
生
時

に
、
飲
料
を
無
償
で
取
り
出
す

こ
と
が
で
き
る
災
害
対
応
型
自

動
販
売
機
の
設
置
が
、
自
治
体

と
メ
ー
カ
ー
の
協
定
に
よ
っ
て

広
が
り
つ
つ
あ
る
。
自
動
販
売

機
に
装
備
さ
れ
て
い
る
電
光
掲

示
板
は
平
常
時
は
ニ
ュ
ー
ス
、

緊
急
時
は
災
害
情
報
が
配
信
さ

れ
、
災
害
発
生
時
に
は
特
に
有
効

で
あ
る
た
め
設
置
を
要
望
す
る
。

答
弁：

災
害
時
に
お
け
る
飲
料

水
の
確
保
は
、
食
料
の
確
保
と

合
わ
せ
て
重
要
な
課
題
で
あ

り
、
本
市
は
、
水
道
の
供
給
停

止
に
備
え
て
、
岐
阜
県
水
道
協

会
等
関
係
機
関
と
の
応
援
体
制

を
整
備
す
る
と
と
も
に
、
独
自

の
備
蓄
や
、
流
通
事
業
者
か
ら

の
供
給
体
制
を
確
保
す
る
な
ど

対
策
を
講
じ
て
い
る
。

　

災
害
対
応
型
自
動
販
売
機

は
、
大
規
模
災
害
が
発
生
し
た

場
合
に
、
被
災
者
に
清
涼
飲
料

水
等
を
提
供
す
る
こ
と
が
で

き
、
有
効
な
も
の
と
考
え
て
い

る
が
、
設
置
場
所
等
に
つ
い

て
、
平
常
時
の
採
算
性
な
ど
の

条
件
も
あ
り
、
避
難
所
と
な
る

施
設
に
設
置
す
る
こ
と
は
困
難

防
災
に
つ
い
て

中
田
ゆ
み
こ

な
場
合
も
あ
る
が
、
事
業
者
に

要
望
し
て
い
く
。

 
質
問：

市
民
の
生
命
安
全
に
か

か
わ
る
公
共
施
設
は
、
耐
用
年

数
の
超
過
等
に
よ
る
老
朽
化
対

策
や
耐
震
性
の
確
保
等
、
緊
急

を
要
す
る
課
題
が
山
積
し
て
い

る
。
第
五
次
総
合
計
画
、
行
政

経
営
戦
略
計
画
等
で
公
の
施
設

の
あ
り
方
を
検
討
さ
れ
て
い
る

中
、
大
垣
城
ホ
ー
ル
、
市
民
会

館
を
は
じ
め
と
す
る
公
共
施
設

の
今
後
の
維
持
管
理
に
つ
い
て

ど
の
よ
う
に
考
え
て
い
る
か
。

答
弁：

第
二
次
行
政
経
営
戦
略

計
画
に
お
い
て
検
討
対
象
と
し

た
施
設
は
１
８
６
施
設
で
、
効

率
的
な
管
理
運
営
に
向
け
、
指

定
管
理
者
制
度
の
活
用
や
効
率

的
な
運
営
方
法
、
施
設
の
必
要

性
や
利
用
状
況
を
踏
ま
え
、
当

初
の
設
置
目
的
や
機
能
が
低
下

し
た
と
思
わ
れ
る
施
設
に
対
し

て
は
、
活
用
策
や
廃
止
な
ど
の

方
向
性
に
つ
い
て
検
討
と
見
直

し
を
進
め
て
い
る
。

　

第
五
次
総
合
計
画
後
期
基
本

計
画
に
お
け
る
耐
震
化
対
策
と

し
て
、
避
難
所
を
中
心
と
し
た

大
垣
市
地
震
防
災
拠
点
施
設
等

耐
震
化
計
画
に
基
づ
き
、
小
中

学
校
や
保
育
園
な
ど
を
優
先
し

て
耐
震
補
強
を
進
め
、
老
朽
化

対
策
と
し
て
は
、
施
設
ご
と
に

老
朽
化
対
策
、
耐
震
対
策
等

を
中
心
と
し
た
公
共
施
設
等

の
今
後
の
あ
り
方
に
つ
い
て

石
田　

仁

利
用
状
況
や
必
要
性
の
検
討
を

踏
ま
え
、
順
次
、
検
討
を
進
め

て
い
く
。

 
質
問：

老
人
ク
ラ
ブ
や
連
合
婦

人
会
、
子
ど
も
会
育
成
連
絡
協

議
会
は
、
地
域
力
を
向
上
さ
せ

る
中
核
を
な
す
団
体
で
あ
る
。

各
団
体
の
活
動
の
活
性
化
や
会

員
数
の
拡
大
を
図
る
た
め
、
補

助
金
を
増
額
す
る
な
ど
、
さ
ら

な
る
支
援
を
望
む
。

答
弁：

各
団
体
へ
の
補
助
金
に

つ
い
て
は
、
団
体
の
行
う
事
業

に
対
し
て
公
益
上
必
要
が
あ
る

と
認
め
た
場
合
に
助
成
を
行
う
。

　

各
団
体
の
実
施
す
る
事
業
が

円
滑
に
推
進
で
き
る
よ
う
、
今

後
と
も
支
援
し
て
い
く
。

 
質
問：

核
家
族
化
や
高
齢
化
が

進
む
中
、
住
宅
供
給
は
余
剰
傾

向
で
あ
る
。
市
営
住
宅
を
統
合

し
、
市
民
病
院
周
辺
を
病
院
用

地
に
用
途
変
更
し
て
は
。
ま

た
、
昇
降
設
備
の
な
い
団
地
に

エ
レ
ベ
ー
タ
ー
を
設
置
し
て
高

齢
者
の
利
便
性
を
高
め
、
透
明

熱
線
反
射
フ
ィ
ル
ム
を
貼
り
つ

け
て
飛
散
防
止
に
よ
る
安
全
対

策
や
光
熱
費
の
削
減
を
図
っ
て

は
ど
う
か
。

答
弁：

市
営
住
宅
は
、　

団
地

１６

市
の
各
団
体
へ
の
補
助
金
に
つ
い
て

富
田
三
郎

大
垣
市
の
市
営
住
宅
長
寿
命

化
計
画
の
運
用
に
つ
い
て

山
口
和
昭

１
２
７
２
戸
を
管
理
し
て
い

る
。
市
営
住
宅
等
長
寿
命
化
計

画
を
今
年
３
月
に
策
定
し
、
予

防
保
全
的
な
管
理
や
改
善
等
に

取
り
組
ん
で
い
る
。

　

建
替
え
事
業
の
実
施
方
針
に

つ
い
て
は
、
民
間
賃
貸
住
宅
の

活
用
も
検
討
し
つ
つ
、
地
域
の

実
情
や
入
居
者
の
状
況
、
利
便

性
な
ど
を
総
合
的
に
判
断
し
、

計
画
的
な
集
約
建
替
え
に
努
め

て
い
く
。

　

改
善
事
業
と
し
て
バ
リ
ア
フ

リ
ー
化
を
進
め
る
ほ
か
、
エ
レ

ベ
ー
タ
ー
設
置
を
検
討
す
る
な

ど
、
入
居
者
の
利
便
性
の
向
上

に
も
配
慮
し
て
い
く
。
透
明
熱

線
反
射
フ
ィ
ル
ム
に
つ
い
て

は
、
ガ
ラ
ス
の
飛
散
防
止
な
ど

安
全
面
だ
け
で
な
く
、
Ｃ
Ｏ
２

の
削
減
効
果
が
期
待
さ
れ
る
こ

と
か
ら
、
今
後
、
関
係
部
局
と

も
研
究
し
て
い
く
。

  
質
問：

結
果
的
に
は
誤
報
で

あ
っ
た
が
、
８
月
８
日
の
緊
急

地
震
速
報
発
令
時
、
市
民
の
行

動
に
大
き
な
差
が
見
ら
れ
た
。

地
震
時
の
初
期
行
動
の
周
知
徹

市営住宅緊
急
地
震
速
報
に
つ
い
て

長
谷
川
つ
よ
し

底
、
企
業
防
災
の
促
進
な
ど
、

ま
だ
ま
だ
取
り
組
ま
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
課
題
に
つ
い
て
、
今

回
の
教
訓
を
生
か
し
た
今
後
の

市
の
取
り
組
み
を
問
う
。

答
弁：

緊
急
地
震
速
報
は
、
地

震
発
生
後
、
大
き
な
揺
れ
が
到

達
す
る
前
に
警
報
を
発
す
る
気

象
庁
の
シ
ス
テ
ム
と
し
て
、
運

用
か
ら
６
年
を
迎
え
よ
う
と
し

て
お
り
広
く
普
及
し
て
い
る
。

　

８
月
８
日
の
緊
急
地
震
速
報

は
誤
報
だ
っ
た
も
の
の
、
多
く

の
方
が
瞬
時
に
身
を
か
が
め
る

な
ど
、
と
る
べ
き
安
全
行
動
を

と
ら
れ
な
か
っ
た
と
報
道
さ
れ

て
い
る
。
そ
の
た
め
、
地
域
の

防
災
訓
練
等
に
お
い
て
、
緊
急

地
震
速
報
の
受
信
方
法
を
含

め
、
正
し
い
知
識
を
啓
発
す
る

と
と
も
に
実
践
的
な
安
全
行
動

訓
練
も
促
進
し
て
い
く
。
ま

た
、
シ
ョ
ッ
ピ
ン
グ
セ
ン
タ
ー

な
ど
不
特
定
多
数
が
出
入
り
す

る
施
設
へ
も
周
知
し
て
い
く
。

 
質
問：

当
市
の　

年
後
の
人
口

２０

は
現
在
よ
り　

％
程
度
減
少

２０

し
、　

歳
以
上
の
増
加
が
見
込

６５

ま
れ
て
お
り
、
納
税
者
の
減
少

と
年
金
受
給
者
の
増
加
が
予
想

さ
れ
る
。
計
画
中
の
市
庁
舎
な

ど
の
建
設
費
を
従
来
の
よ
う
に

　

年
以
上
に
わ
た
り
返
済
す
る

２０こ
と
は
将
来
世
代
の
大
き
な
負

担
と
な
る
と
危
惧
す
る
。
市
の

考
え
を
問
う
。

将
来
世
代
の
負
担
に
つ
い
て

野
田
の
り
お

一一
般般
質質
問問

一
般
質
問

一
般
質
問

９
月
９
日
に

一
般
質
問
を

行
い
ま
し
た

②
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答
弁：

一
般
会
計
に
お
け
る
平

成　

年
度
末
の
市
債
残
高
は
５

２４
７
４
億
円
で
、
こ
こ
数
年
増
加

傾
向
と
な
っ
て
い
る
が
、
学
校

耐
震
補
強
や
浸
水
対
策
な
ど
重

要
施
策
を
積
極
的
に
実
施
し
て

き
た
た
め
で
あ
る
。
公
債
費
に

つ
い
て
は
、　

年
度
の　

億
円

１４

６６

を
ピ
ー
ク
に
毎
年
減
少
し
、　
２３

年
度
に
は　

億
円
と
な
っ
た

４５

が
、　

年
度
は
増
加
に
転
じ
、

２４

　

億
円
と
な
っ
て
い
る
。

４７
　

市
債
の
借
り
入
れ
は
、
国
の

基
準
に
基
づ
き
、
施
設
の
耐
用

年
数
や
公
債
費
負
担
の
平
準
化

も
考
慮
し
た
上
で
償
還
期
間
を

定
め
て
い
る
。
市
債
を
市
中
銀

行
等
か
ら
借
り
入
れ
る
場
合

は
、
元
金
均
等
方
式
に
よ
る
償

還
を
行
い
、
市
債
残
高
を
元
利

均
等
方
式
よ
り
早
く
減
ら
し
て

い
く
こ
と
に
よ
り
、
将
来
世
代

の
負
担
を
抑
え
る
よ
う
に
努
め

て
い
る
。な
お
、新
庁
舎
の
建
設

に
つ
い
て
は
、
基
金
及
び
合
併

特
例
債
の
活
用
を
考
え
て
い
る
。

 
質
問：

市
が
発
注
す
る
公
共
工

事
や
業
務
委
託
、
指
定
管
理
施

設
等
で
働
く
労
働
者
の
賃
金
が

低
く
、
官
製
ワ
ー
キ
ン
グ
・
プ

ア
が
生
み
出
さ
れ
る
よ
う
で

は
、
公
共
事
業
や
公
共
サ
ー
ビ

ス
の
質
を
担
保
す
る
こ
と
は
で

き
な
い
。
公
契
約
事
業
で
働
く

労
働
者
の
賃
金
な
ど
労
働
実
態

を
チ
ェ
ッ
ク
し
、
適
正
な
賃
金

公
契
約
の
適
正
化
に
つ
い
て

笹
田
ト
ヨ
子

や
労
働
条
件
の
確
保
等
を
盛
り

込
ん
だ
公
契
約
を
求
め
る
。

答
弁：

本
市
が
発
注
す
る
委
託

業
務
や
公
共
工
事
等
に
お
け
る

労
働
者
の
適
切
な
賃
金
水
準
の

確
保
は
重
要
で
あ
る
と
認
識
し

て
い
る
。

　

工
事
費
の
積
算
に
用
い
る
労

務
単
価
は
職
種
ご
と
に
異
な

り
、
今
年
度
、
平
均
で　

・
５

１３

％
引
き
上
げ
ら
れ
た
。
受
注
業

者
の
賃
金
水
準
が
実
際
に
ど
の

程
度
引
き
上
げ
ら
れ
た
か
は
承

知
し
て
い
な
い
が
、
労
働
者
へ

適
切
な
水
準
の
賃
金
を
支
払
う

よ
う
、
建
設
業
団
体
に
対
し
国

か
ら
要
請
さ
れ
て
い
る
。

　

指
定
管
理
施
設
の
労
働
条
件

に
つ
い
て
、
協
定
書
の
記
載

や
、
賃
金
台
帳
な
ど
の
チ
ェ
ッ

ク
は
行
っ
て
い
な
い
が
、
今
後

と
も
労
働
関
係
法
令
の
規
定
に

基
づ
き
、
適
切
な
対
応
を
指
導

し
て
い
く
。

 
質
問：

築　

年
が
経
過
し
た
市

４９

庁
舎
は
、
老
朽
化
と
耐
震
基
準

の
Ｉ
Ｓ
値
を
大
き
く
下
回
っ
て

お
り
、
建
て
か
え
の
時
期
が
近

づ
い
て
い
る
。
市
民
ア
ン
ケ
ー

ト
や
市
民
懇
話
会
等
の
提
言
を

受
け
、
市
長
は
ど
の
よ
う
な
方

針
で
推
進
さ
れ
る
の
か
。
建
設

地
は
、
現
在
の
丸
の
内
周
辺
を

強
く
要
望
す
る
。

答
弁：

市
役
所
本
庁
舎
は
、
耐

震
性
の
不
足
に
加
え
、老
朽
化
、

市
役
所
新
庁
舎
の
建
設
に
つ
い
て

横
山
幸
司

狭
あ
い
化
が
進
ん
で
お
り
、
分

庁
舎
問
題
な
ど
を
解
決
し
、
費

用
対
効
果
か
ら
も
新
庁
舎
が
適

当
で
あ
る
と
判
断
し
て
い
る
。

　

昨
年
度
よ
り
市
民
ア
ン
ケ
ー

ト
調
査
や
市
民
懇
話
会
か
ら
提

言
を
い
た
だ
く
な
ど
、
市
民
目

線
で
の
新
庁
舎
に
求
め
る
機
能

の
把
握
に
努
め
て
き
た
。

　

建
設
予
定
地
に
つ
い
て
は
、

条
件
整
理
や
各
種
計
画
と
の
整

合
性
を
図
る
な
ど
、
様
々
な
角

度
か
ら
検
討
し
て
い
る
。

　

市
民
ニ
ー
ズ
が
複
雑
多
様
化

す
る
中
で
、
利
用
し
や
す
く
、

親
し
み
や
す
い
庁
舎
で
あ
る
と

と
も
に
、
災
害
に
強
い
新
庁
舎

に
向
け
、
各
方
面
の
意
見
を
伺

い
な
が
ら
検
討
し
て
い
く
。

 
質
問：
本
市
の
焼
却
灰
最
終
処

分
場
は
満
杯
が
間
近
で
あ
る
と

き
く
が
、周
辺
地
域
対
策
、焼
却

灰
の
県
外
処
理
な
ど
今
後
の
見

通
し
は
。
ま
た
、
焼
却
灰
の
無

害
化
処
理
、
再
資
源
化
な
ど
将

来
に
つ
け
を
ま
わ
さ
な
い
循
環

型
社
会
の
構
築
を
提
言
す
る
。

答
弁：

ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー
で

処
理
さ
れ
た
廃
棄
物
の
焼
却
灰

等
は
、
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
対
策

特
別
措
置
法
に
基
づ
き
、
化
学

的
に
安
定
し
た
状
態
に
す
る
方

法
に
よ
り
、
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類

や
重
金
属
を
溶
出
さ
せ
な
い
措

置
を
し
て
い
る
。
ま
た
、
焼
却

ご
み
及
び
下
水
汚
泥
の
焼
却

灰
最
終
処
分
に
つ
い
て

日
比
野
芳
幸

灰
等
の
再
資
源
化
と
荒
川
最
終

処
分
場
の
残
余
容
量
の
確
保
を

図
る
た
め
、
発
生
量
の
約
４
分

の
３
を
県
外
の
民
間
施
設
で
溶

融
処
理
等
を
行
っ
て
い
る
。

　

荒
川
最
終
処
分
場
で
は
、
放

流
水
・
地
下
水
の
水
質
検
査
を

毎
月
実
施
し
、
有
害
物
質
の
基

準
値
を
厳
し
く
管
理
す
る
と
と

も
に
、
敷
地
及
び
そ
の
周
辺
の

草
刈
り
、
散
水
に
よ
る
ほ
こ
り

の
飛
散
防
止
を
実
施
し
て
い
る
。

　

今
後
、
先
端
技
術
の
導
入
に

よ
る
焼
却
灰
の
減
量
化
や
さ
ら

な
る
再
資
源
化
な
ど
に
つ
い
て

調
査
・
研
究
を
進
め
て
い
く
。

  
質
問：

国
は
増
え
続
け
る
医

療
・
介
護
費
用
を
抑
制
す
る
た

め
、
施
設
か
ら
在
宅
へ
の
方
針

を
と
っ
て
い
る
。
自
宅
で
安
心

し
て
終
末
期
を
過
ご
す
た
め

に
、
訪
問
看
護
ス
テ
ー
シ
ョ
ン

や
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
、

か
か
り
つ
け
医
等
を
充
実
さ
せ

る
必
要
が
あ
り
、
そ
の
シ
ス
テ

ム
の
構
築
が
急
務
と
な
っ
て
い

る
が
、
市
の
方
針
は
。

クリーンセンター在
宅
医
療
を
含
め
た
地
域
包

括
ケ
ア
体
制
に
つ
い
て

岡
田
ま
さ
あ
き

答
弁：

現
在
、
本
市
で
は
、
医

療
関
係
者
、
介
護
事
業
者
、
地

域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
な
ど
と

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
構
築
し
、
高

齢
者
が
住
み
慣
れ
た
地
域
で
自

分
ら
し
い
暮
ら
し
が
で
き
る
体

制
づ
く
り
に
努
め
て
い
る
。
と

り
わ
け
、
タ
ー
ミ
ナ
ル
ケ
ア
、

い
わ
ゆ
る
終
末
期
医
療
に
つ
い

て
は
、
病
院
や
介
護
施
設
か
ら

自
宅
に
戻
り
生
活
し
た
い
と
願

う
方
々
が
必
要
な
サ
ー
ビ
ス
を

受
け
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、

医
療
と
介
護
と
が
連
携
し
な
が

ら
取
り
組
ん
で
い
る
。

　

高
齢
者
が
人
生
の
最
後
ま
で

在
宅
で
過
ご
す
た
め
に
は
、
医

療
や
介
護
と
の
連
携
が
ま
す
ま

す
重
要
と
な
る
の
で
、
関
係
機

関
と
協
働
し
な
が
ら
、
地
域
包

括
ケ
ア
体
制
の
一
層
の
推
進
に

努
め
て
い
く
。

 
質
問：

市
民
と
の
協
働
事
業
が

活
発
に
展
開
す
る
よ
う
、
市
は

市
民
団
体
が
提
案
す
る
事
業
の

企
画
段
階
か
ら
参
画
し
て
は
。

ま
た
、
市
民
団
体
か
ら
信
頼
の

厚
い
市
民
活
動
支
援
セ
ン
タ
ー

の
代
表
を
か
が
や
き
市
民
手
づ

く
り
協
働
事
業
の
審
議
会
に
お

け
る
審
査
員
と
し
、
コ
ー
デ
ィ

ネ
ー
タ
ー
を
配
置
す
る
な
ど
、

全
庁
的
な
体
制
で
取
り
組
む
よ

う
提
言
す
る
。

答
弁：

本
市
で
は
、
平
成　

年
１５

３
月
に
大
垣
市
ま
ち
づ
く
り
市

市
民
協
働
に
つ
い
て粥川

加
奈
子

民
活
動
育
成
支
援
条
例
を
制
定

し
、
市
民
活
動
団
体
の
活
動
を

積
極
的
に
支
援
し
て
い
る
。
平

成　

年
３
月
に
は
、
市
民
協
働

２２
の
ま
ち
づ
く
り
指
針
を
策
定

し
、
職
員
研
修
会
の
実
施
や
、

協
働
に
つ
い
て
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー

ト
を
行
う
推
進
リ
ー
ダ
ー
を
各

部
局
に
位
置
付
け
る
な
ど
、
全

庁
体
制
で
取
り
組
ん
で
い
る
。

　

か
が
や
き
市
民
手
づ
く
り
協

働
事
業
で
は
、
市
民
活
動
団
体

と
市
が
協
働
す
る
こ
と
に
よ

り
、
事
業
効
果
を
高
め
る
と
と

も
に
、
継
続
的
な
事
業
実
施
を

図
る
な
ど
、
市
民
協
働
の
ま
ち

づ
く
り
を
一
層
推
進
し
て
い

る
。
ま
ち
づ
く
り
市
民
活
動
育

成
支
援
推
進
委
員
会
は
、
か
が

や
き
市
民
手
づ
く
り
協
働
事
業

等
の
審
査
を
公
正
中
立
に
行
う

組
織
で
あ
る
た
め
、
各
分
野
に

お
け
る
専
門
的
な
知
識
を
有
す

る
方
に
委
員
を
委
嘱
し
て
い
る
。

 
質
問：

今
回
の
市
民
病
院
に
お

け
る
医
療
事
故
は
、
子
宮
腺
筋

症
と
診
断
さ
れ
た
患
者
の
手
術

に
お
い
て
説
明
と
異
な
る
箇
所

を
摘
出
し
た
も
の
で
あ
る
が
、

手
術
前
に
慎
重
な
対
応
が
必
要

で
は
な
か
っ
た
の
か
。
慰
謝
料

３
２
５
万
円
で
和
解
と
な
っ
た

が
検
査
ミ
ス
や
術
後
の
説
明
が

不
足
し
て
い
た
の
で
は
な
い
か
。

答
弁：

今
回
の
手
術
は
、
各
種

大
垣
市
民
病
院
の
医
療
の
あ

り
方
に
つ
い
て

富
田
せ
い
じ

③
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画
像
検
査
な
ど
で
子
宮
腺
筋
症

と
右
卵
巣
嚢
腫
と
診
断
し
、
早

期
に
手
術
を
し
な
く
て
も
特
に

問
題
と
な
る
病
態
で
は
な
い
た

め
、
３
か
月
後
に
子
宮
摘
出
術

に
加
え
、
右
卵
巣
嚢
腫
摘
出
術

を
行
う
予
定
と
し
た
が
、
術
中

に
確
認
す
る
と
左
卵
巣
が
腫
れ

て
い
た
た
め
、
子
宮
と
左
卵
巣

を
摘
出
し
た
。
卵
巣
の
良
悪
性

は
、
手
術
で
摘
出
し
病
理
検
査

を
行
わ
な
い
と
判
断
で
き
ず
、

仮
に
良
性
で
あ
っ
て
も
後
に
大

き
く
腫
れ
る
可
能
性
が
あ
る
た

め
術
前
に
摘
出
が
必
要
と
な
る

こ
と
を
説
明
し
て
い
る
。
術
式

変
更
に
伴
う
患
者
・
家
族
へ
の

説
明
は
、
本
来
、
術
前
に
説
明

を
行
う
こ
と
に
な
っ
て
お
り
、

今
回
は
手
術
直
後
に
家
族
へ
主

治
医
か
ら
説
明
し
た
が
、
摘
出

前
に
説
明
し
て
い
な
か
っ
た
も

の
で
あ
る
。

　

今
後
は
十
分
な
説
明
を
行
い
、

よ
り
一
層
、医
療
安
全
の
徹
底
を

図
り
再
発
防
止
に
努
め
て
い
く
。

④

◆本会議・委員会の会議録がご覧
いただけます。

　本号に掲載された質問・答弁等の詳しい
内容については、図書館、市政情報コー
ナー、市議会ホームページなどでご覧い
ただけます。
（発行・掲載予定１１月下旬）

ホームページは  大垣市議会 検索
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あなたも本会議を
傍聴してみませんか。

次回定例会　１２月上旬開会予定
詳細は、議会事務局までお問い合わせく
ださい。
　議会事務局／
　　電話８１－４１１１
　　内線７３４
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意見書
　第３回定例会で可決された意見書は次のとおりです。
　意見書は、国会をはじめ、内閣総理大臣及び関係各大臣等に送付し、実現を要望しました。

地方税財源の充実確保を求める意見書
　
　地方財政は、社会保障関係費などの財政需要の増加や地方税収の
低迷等により厳しい状況が続いている。
　こうした中、基礎自治体である市が住民サービスやまちづくりを
安定的に行うためには、地方税財源の充実確保が不可欠である。
　よって、政府においては、次の事項を実現されるよう強く求める。
　
１．地方交付税の増額による一般財源総額の確保について
（１）地方単独事業を含めた社会保障関係費の増など、地方の財政
需要を地方財政計画に的確に反映することにより一般財源総額を
確保すること。

（２）特に地方の固有財源である地方交付税については、本来の役
割である財源保障機能・財源調整機能が適切に発揮されるよう増
額すること。

（３）財源不足額については、臨時財政対策債の発行等によること
なく、地方交付税の法定率の引き上げにより対応すること。

（４）依然として厳しい地域経済を活性化させる必要があることか
ら、地方財政計画における歳出特別枠を維持すること。

（５）地方公務員給与の引き下げを前提として平成２５年度の地方交
付税が削減されたが、地方の固有財源である地方交付税を国の政
策誘導手段として用いることは避けること。

２．地方税源の充実確保等について
（１）地方が担う事務と責任に見合う税財源配分を基本とし、当面、
国と地方の税源配分を「５：５」とすること。その際、地方消費
税の充実など、税源の偏在性が小さく、税収が安定的な地方税体
系を構築すること。

（２）個人住民税は、その充実確保を図るとともに、「地域社会の会
費」という基本的な性格を踏まえ、政策的な税額控除を導入しな
いこと。

（３）固定資産税は、市町村の基幹税目であることから、その安定
的確保を図ること。特に、償却資産の根幹をなしている「機械及
び装置」に対する課税等については、現行制度を堅持すること。

（４）法人住民税は、均等割の税率を引き上げること。
（５）自動車重量税及び自動車取得税は、代替財源を示さない限り、
市町村への財源配分の仕組みを含め現行制度を堅持すること。

（６）ゴルフ場利用税は、ゴルフ場所在の市町村にとって貴重な税
源となっていることから、現行制度を堅持すること。

（７）地球温暖化対策において地方自治体が果たしている役割を踏
まえ、地球温暖化対策譲与税を新たに創設するなど、地方税財源
を確保する仕組みを構築すること。

　以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

　　　平成２５年９月１８日

大　垣　市　議　会

慢性疲労症候群（筋痛性脳脊髄炎）患者の支援を求める意見書
　
　慢性疲労症候群（筋痛性脳脊髄炎）は、健康に生活していた
人が、ある日突然原因不明の激しい倦怠感に襲われ、それ以降
強度の疲労感とともに、微熱、頭痛、脱力感、思考力の障害、
抑鬱等の精神神経症状などが長期にわたり、健全な社会生活が
送れなくなるという原因不明の疾患である。米国疾病対策セン
ターにより１９８８年に提唱された比較的新しい疾患概念であり、
今なお原因が特定されておらず、治療法も確立されていない。
　我が国においては、１９９９年及び２００４年の疫学調査により、慢
性疲労症候群患者が推定３０万人いるとされている。苦痛を伴い
ながらも何とか仕事を続けることができる患者もいれば、症状
が重く寝たきりに近い患者も多い。また、職を失うほど深刻な
疾患でありながら、原因が解明されていないため、社会からの
偏見や理解不足に苦しんでいる現状もある。
　よって、政府においては、次の項目について早急に実現を図
るよう強く求める。

１．厚生労働省内の慢性疲労症候群（筋痛性脳脊髄炎）の専門
研究班による原因究明と治療法確立のための研究の一層の推
進を図ること。

２．慢性疲労症候群（筋痛性脳脊髄炎）の実態を全国の医療関
係者や国民に周知するとともに、患者が診察を受けられる環
境を整えること。

３．障害者総合支援法が制定されたが、制度の谷間に置かれた
慢性疲労症候群（筋痛性脳脊髄炎）の患者が、日常生活や社
会生活に制限を受けている場合には、介護・就労支援等が受
けられるよう必要な整備等を行うこと。

　以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

　　　平成２５年９月１８日

大　垣　市　議　会
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×○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○可決請負契約の変更について（（仮称）北幼保園新築（建築主体）工事）議第７２号

××××××○○○○○○○○○○○○○○○○認定平成２４年度大垣市一般会計及び特別会計決算の認定について認第１号

××○×××××××××××××××××××不採択年金２．５％の削減中止を求める意見書の採択を求める請願請願第２号

○○×○○○○○○○○○○○○○○○○○○○可決地方税財源の充実確保を求める意見書市議第４号

○＝賛成、×＝反対　　　　議長は採決に加わらないため、斜線としています。

平成２５年第３回定例会　議案審議結果一覧
全会一致で可決・認定された議案

議　　　案　　　名議案番号議　　　案　　　名議案番号

請負契約の変更について（西小学校北舎耐震改修（建築）工事）議第７４号平成２５年度大垣市一般会計補正予算（第２号）議第６３号

請負契約の変更について（東中学校北舎改築（建築主体）工事）議第７５号平成２５年度大垣市国民健康保険事業会計補正予算（第１号）議第６４号

財産の取得について（曽根城公園整備事業用地）議第７６号平成２５年度大垣市介護保険事業会計補正予算（第１号）議第６５号

損害賠償の額の決定について議第７７号平成２５年度大垣市病院事業会計補正予算（第２号）議第６６号

平成２４年度大垣市水道事業会計未処分利益剰余金の処分について議第７８号大垣市税条例の一部改正について議第６７号

大垣市教育委員会委員の任命について議第７９号大垣市督促手数料及び延滞金徴収条例等の一部改正について議第６８号

人権擁護委員候補者の推薦について議第８０号大垣市国際協力田口基金条例等の一部改正について議第６９号

平成２４年度大垣市公営企業会計決算の認定について認第２号大垣市民会館条例の一部改正について議第７０号

慢性疲労症候群（筋痛性脳脊髄炎）患者の支援を求める意見書市議第５号大垣市多目的交流イベントハウス設置条例の一部改正について議第７１号

請負契約の変更について（興文小学校屋内運動場改築（建築主体）工事）議第７３号


